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1. 研究の背景と目的 
 経済産業省（2013）によると、2012 年における衣料・アクセサリー小売業のオン
ラインショッピング市場成長率は対前年比で121.5%と小売業分類の中では最も高い。
しかしながら、そのEC化率、すなわち全ての小売取引におけるオンライン経由の取
引割合は1.33%と小売業の中では食品小売業についで低いものとなっている。 
 アパレル商品は知覚リスクの高い商品とされる（Kushwaha and Shankar 2013）。
オンラインショッピングでは色や質感、サイズ感などを充分に把握することができず、
顧客は実店舗を利用し、そこで試着をし、販売担当者とコミュニケーションをとりな
がら意思決定する傾向がある。企業においてもこうした顧客の購買行動を理解し、実
店舗での対応を重視し、オンラインショッピングについての対応が遅れているのが現
状である。 
 しかしながら、近年は ZOZOTOWN に代表されるアパレル専門のショッピングモ
ールやAmazon.com等の総合ショッピングモールが台頭しつつある。また、顧客の購
買行動にも変化が見られるようになっている。もっとも特徴的な行動はショールミン
グ（showrooming）と呼ばれる購買行動である。ショールミングについて厳密な定義
は今のところ存在しないが、一般に、商品の購買を検討するために実店舗に赴いて実
物を確かめた後、その店舗では商品は購買せず、より低価格で商品を提供するオンラ
インショッピングサイトで購買するという購買行動のことを指す。こうしたことを背
景に、実店舗を中心にビジネスを行ってきたアパレル企業はオンラインショッピング
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あるいはマルチチャネル化への対応が急務となっている。 
 本論文の目的は2つある。第一の目的は、欧米の研究を中心に企業のマルチチャネ
ル施策が企業の業績や顧客の反応にどのような影響を及ぼしうるのかをレビューする
ことである。第二に、日本のアパレル企業のオンラインショッピング担当者を対象に
行ったアンケート調査を分析し、マルチチャネル化の現状と課題を把握することであ
る。また本論文の最後にこれらをまとめ、アパレル企業におけるマルチチャネル対応
の方向性についていくつかの示唆を与える。 
 
2. マルチチャネル研究のレビュ  ー
 マルチチャネル研究には、マルチチャネル顧客の優良性に関する研究と企業のマル
チチャネル施策が企業の売上や顧客の反応に与える影響に関する研究の大きく2つの
アプローチがある。このうち、前者は時間的に先行してなされてきたアプローチであ
り、近年は後者に関する研究の蓄積が顕著である。 
 本論文では後者のアプローチに焦点をあて、企業のマルチチャネル化がどのような
影響を及ぼしうるのかを確認する。 
 
 2.1 マルチチャネル施策の影響に関する研究 
 近年、チャネル統合施策に関して研究がなされている。これまでオンラインショッ
ピングで購買した商品を店頭で受取るというサービスに関する研究、オンラインショ
ッピングでのリターンポリシーの影響に関する研究、異なるチャネル間での苦情対応
に関する研究が行われている。 
 オンラインショッピング購買商品の実店舗での受取りサービスは顧客にとっては利
便性を高め、購買機会を増やすことにつながる。実際に、日本の一部の企業ではこう
したサービスを提供している。Chatterjee（2010）は、実店舗とオンラインショッピ
ングサイトの2つのチャネルを保有する書店を対象として、このサービスを利用しや
すい消費者の特徴とそうしたサービス提供の影響について分析している。分析の結果、
時間圧力を感じていない消費者や価格に敏感な消費者はこうしたサービスを利用しや
すいことを明らかにしている。また、企業がこうしたサービスを提供する場合としな
い場合を比較すると、前者のほうが顧客一人あたり購買量は小さくなるものの、再購
買意向を高めることを明らかにしている。 
 異なるチャネル間での苦情受付けも顧客の利便性を高めるであろう。オンラインシ
ョッピングサイトでの購買商品に何らかの不備があって苦情を述べようとする場合、
苦情の述べやすさや企業側の対応の迅速さには不安を感じる可能性がある。どのよう
な不備があるのかを実物を見せずに伝えなければならないし、そうしたことに顧客が
自信をもてないかもしれない。また、e メール等での苦情申立てに対して企業が即座
に対応することも難しいであろう。こうした場合に実店舗に赴いて苦情を述べること
が可能であれば、顧客は安心してオンラインショッピングサイトを利用することがで
きる。Kuan and Bock（2007）は顧客による企業への制裁のパワー資源行使、すなわ
ち補償を求めた苦情申立てへの期待とオンラインショッピングサイトへの信頼の関連
について分析している。その結果、顧客による購買に利用していないチャネルへの制
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裁のパワー資源を行使できるという期待、すなわち実店舗への苦情申立てが可能であ
るとの顧客の期待はオンラインショッピングの信頼に対して正の影響を及ぼすことを
見出している。 
 オンラインショッピングによって購買した商品について不備が発生した場合、企業
は返品や交換を受付ける場合が多い。ただしその際にかかる返送費用に関しては企業
により対応は異なるであろう。不備の原因が販売者に帰属する場合には顧客による返
送費用の負担はなしとなる場合が多いが、それが顧客に帰属する場合には、返送費用
は企業が負担することもあれば、顧客が負担することもある。Bower and Maxham
（2012）は帰属理論、エクイティ理論、および後悔理論を適用しつつ、顧客の返送費
用負担の有無と返品後の購買の関連について分析している。彼女らは原因の発生場所
（企業／顧客）とその程度（弱く非難される／強く非難される）によって差はあるも
のの、顧客が返送費用を負担した場合の返品後（24 ヶ月後）の購買金額は返品前の
75%から 100%程度と減少傾向を示すのに対し、顧客が返送費用を負担しない場合の
返品後の購買金額は、返品前の 158%から 457%を示すという分析結果を示した。ま
たこの結果から、長期的な視点に立てば返品にかかる返送費用はどのような場合でも
企業が負担すべきであると主張している。 
 
 2.2 チャネル間のカニバリゼーションに関する研究 
 マルチチャネル化を推進する上での脅威のひとつはチャネル間のカニバリゼーショ
ンである（Alba, Lynch, Weitz and Janiszewski 1997; Biyalogorsky and Naik 2003）。
Deleersnyder, Geyskens, Gielens and Dekimpe（2002）によると、実店舗とオンラ
インショッピングサイトの間のカニバリゼーションの発生は4つの状況に分類される。
第一が、オンラインショッピングサイトにおける商品情報の豊富さ、高いカスタマイ
ゼーション、時間節約などによって実店舗から顧客が移行するということである。第
二がオンラインショッピングサイトの優れた価格比較機能によって利便性が高まり、
顧客が移行する状況である。第三がオンラインショッピングサイトでは実店舗ほど衝
動購買が発生せず、結果として企業全体の売上が低下する状況である。第四がオンラ
インショッピングサイトと実店舗との間に内部競争が発生し、各チャネルのモチベー
ションが低下する状況である。 
 チャネル間のカニバリゼーションの影響はどの程度あるのかと言う点に関していく
つかの研究がある。Deleersnyder, Geyskens, Gielens and Dekimpe（2002）は新聞
業界を対象に、12 カ国 67 の新聞の 10 年間の発行部数および広告収入に関するデー
タを用いてその影響の程度を検証している。彼らはメタ分析の結果を踏まえて、カニ
バリゼーションの影響はほとんど認められず、無視できる程度のものであると結論し
ている。音楽CDの2年間の販売データを対象にカニバリゼーションの影響について
検証したBiyalogorsky and Naik（2003）では、カニバリゼーションについて有意な
影響は認められず、金額的にも注文 1 回あたりの影響はわずか 0.89 ドルであるとし
ている。 
 Avery, Seenburgh, Deighton and Caravella（2012）では、カタログおよびオンラ
インショッピングサイトの商圏において新たに同じ企業の実店舗が参入したという状
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況における販売データを用いて、カニバリゼーションの短期的および長期的な影響に
ついて検証し、以下のような結果を導き出している。すなわち、実店舗の参入によっ
て、短期的な影響としてはカタログ、オンラインショッピングサイトともに売上は減
少すること、その影響はオンラインショッピングサイトよりもカタログのほうが大き
いことを見出している。また、長期的な影響としては、カタログ、オンラインショッ
ピングサイトにおいて売上は増加すること、その影響はカタログよりもオンラインシ
ョッピングサイトにおいて大きいこと、さらにオンラインショッピングサイトおよび
実店舗の顧客数は増加することを見出した。 
 これらの分析結果を踏まえると、短期的にはカニバリゼーションの発生によって既
存チャネルの売上はわずかに減少する可能性があるものの、長期的にはすべてのチャ
ネルにおいて売上を増加させることも可能であると言うことができよう。 
 ここまで企業のマルチチャネル展開の影響に関する諸研究をレビューしてきた。欧
米では日本に比べてマルチチャネル化が進展していると考えられる。そのため、マル
チチャネル化の研究も着実に蓄積されつつある。本論文の冒頭で述べたとおり、日本
のアパレル企業に関してはオンラインショッピングサイトへの対応は充分とは言えな
い。多くのアパレル企業において顧客データベースの一元化がなされておらず、購買
データを用いてマルチチャネル施策についての分析することも難しい。そこで、日本
のアパレル企業を対象にアンケート調査を実施することによって現時点におけるマル
チチャネル化への取り組み状況と直面している課題について把握することにする。 
 
3. 日本のアパレル企業のマルチチャネル展開の現状と課題 
 3.1 調査目的とデータ 
 アパレル企業のマルチチャネル展開の現状および課題について把握するために日本
の代表的なアパレル企業5社のオンラインショッピング担当者に対してアンケート調
査を実施した。5社の2012年度の年間売上高は200億円から1500億円の規模である。
また5社のうち4社はいわゆるセレクトショップと呼ばれる業態に属している。 
 同じ業種に属していても企業毎にマルチチャネル展開に関する考え方は異なるであ
ろう。とくにアパレルという商品を取り扱う上では、顧客の知覚リスクが高いため、
顧客による購買前の試用（試着）や販売担当者による推奨行為が重要になる。こうし
たことを重視する企業においてはマルチチャネル展開に対しては消極的であるかもし
れない。その一方で、実店舗数がターゲット顧客全体を捉え切れていないと考えるよ
うな企業においてはマルチチャネル化を積極的に推し進めようとするかもしれない。
こうした差異が具体的なマルチチャネル活動や課題認識、将来意向においてどのよう
な違いを生むのかを把握するというのが本調査の目的である。 
 アンケート調査の実施期間は 2012 年4 月 1 日から4 月 30 日である。本調査では
各社オンラインショッピングに関して権限をもつ役員に対して回答を依頼し、全社か
ら回答を得た（回収率100%、n=5）。 
 調査項目は大きく①オンラインショッピングサイト開設の有無、②オンラインショ
ッピングサイト活用の目的、③マルチチャネル展開の実施の有無、④マルチチャネル
展開をする上での課題、⑤マルチチャネル展開に関する今後の意         
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向である。 
 
 3.2 マルチチャネル化の程度に基づく企業の分類 
 本調査で対象とした企業はいずれも実店舗だけではなく、自社として、もしくは他社
サービスを利用してオンラインショッピングサイトを展開している。まず各社のオンラ
インショッピングサイトへの取り組み状況からマルチチャネル展開の積極性を把握し、
分類を行う。分類に用いた質問項目は以下のとおりである。すなわち、①オンラインシ
ョッピングサイトの開設の有無、②オンラインショッピングサイトにおける売上目標の
有無、③オンラインショッピングサイトにおける顧客獲得目標の有無、④あるチャネル
から別チャネルへの送客施策の有無、⑤実店舗／オンラインショッピングサイト共通の
会員制度の有無、⑥実店舗／オンラインショッピングサイト共通のポイント付与制度の
有無、⑦実店舗／オンラインショッピングサイト共通の品揃え形成（ブランドレベル、
服種レベル、アイテムレベル、品番レベル、色・サイズレベル）である。 
 なお、これらのうち、①オンラインショッピングサイトの開設の有無については複
数選択項目であり、自社サイトを開設している場合、ZOZOTOWNのようなアパレル
を中止に取り扱うショッピングモールに出店している場合、そしてAmazon.comのよ
うな総合ショッピングモールに出店している場合それぞれについて回答してもらって
いる。同じく⑦実店舗／オンラインショッピングサイト共通の品揃え形成についても
複数回答項目であり、品揃え形成がブランドレベル、服種レベル、アイテムレベル、
品番レベル、色・サイズレベルのそれぞれにおいて共通であるかを回答してもらって
いる。回答はすべてあり／なしの二値データである。集計結果を示したのが図表 3-1
である。 
 
図表3-1 アパレル各社のショッピングサイトの開設状況およびマルチチャネル施策 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
A社 B社 C社 D社 E社
オンラインショッピングサイトの開設有無
（自社サイト／ファッションモール／総合モール） 3 3 3 2 1
オンラインショッピングサイトの中長期売上目標の有無 0 1 0 1 0
オンラインショッピングサイトの顧客獲得年度目標 1 1 1 1 0
送客活動実施の有無 1 1 0 0 0
実店舗／オンラインショッピングサイト
共通会員制度の有無 1 1 0 0 0
実店舗／オンラインショッピングサイト
共通ポイント制度の有無 1 1 0 0 0
店舗／オンラインショッピングサイト共通品揃え
（ブランド／服種／アイテム／品番／色・サイズ） 5 3 1 1 0
合計 12 11 5 5 1
＊数値は「あり」と回答した数を示している。
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 いずれの企業もオンラインショッピングサイトを開設しているがチャネル統合の程
度には違いがあることがわかる。すなわち実店舗／オンラインショッピングサイト共
通の施策（共通クーポンなどの送客施策、会員制度やポイント制度の共通化、品揃え
の共通化）については大きく異なっている。 
 これらの項目の合計の平均値は 6.8 であり、この値を基準としてマルチチャネル化
に積極的な企業と消極的な企業に分類すると、A社とB社は積極的な企業、C社、D
社、E社は消極的な企業となる。以下、この分類を用いて分析を行う。 
 なお、この集計結果を各社の年間販売額と照らし合わせると、消極的な企業には年
間販売額がもっとも少ない企業ともっとも大きな企業が含まれている。このことを踏
まえると、マルチチャネル化に対して消極的であるのは、資金的に困難であるか、こ
れまで構築してきた実店舗を重視しているためという理由が推測できる。 
 
 3.3 分析1：オンラインショッピングサイト活用の目的 
 オンラインショッピングサイトに対して何を期待し、どのように活用しているのか
という点について分析を行う。調査では、サイト活用の目的として以下の質問項目を
設定した。すなわち、①商品販売、②在庫処分、③知名度獲得、④新規顧客獲得、⑤
店舗情報発信、⑥商品情報発信、⑦販売予測、⑧テストマーケティングの8項目であ
る。回答方式は、とても重要である／まったく重要ではないを両端とする5段階方式
である。 
 さきほどの積極性に関する分類を独立変数、また各質問項目への回答値を従属変数
としてマン・ホイットニーのU検定を実施した。分析の結果、販売予測に関して有意
水準10%のもとで両群の平均ランクに差が認められた（U=0.0, P=0.076＜0.10）。そ
れ以外の項目に関しては有意な差は認められなかった。すなわち、マルチチャネル化
に積極的な企業はオンラインショッピングサイトを販売予測の場として積極的に活用
しているということが示された。 
 積極性の高い企業の中にはオンライン上では実店舗に先行した商品販売を実施して
いるところもある。また、実店舗の販売データを集計し、販売予測するよりはオンラ
インショッピングサイトでそれを行うほうが簡便かつ迅速に行えるという判断がある
のかもしれない。マルチチャネル化に積極的な企業は売上に直接結びつくようなこと
をより重視したサイト運営を行っていると言えるだろう。 
 
 3.4 分析2：マルチチャネル施策の現状 
 アパレル企業がマルチチャネル施策として一般に行っているのは、実店舗／オンラ
インショッピングサイト共通クーポンの発行によるチャネル間の送客や品揃えの共通
化であるが、積極的な企業ではそれらの活動のみならず、購買したチャネルとは異な
るチャネルへの返品受付けやオンラインショッピングサイトで購買した商品の実店舗
での受取りを実施している。次にこうした現状のマルチチャネル施策に関しても違い
があるのかを分析する。 
 この点に関して調査で設定した質問項目は以下のとおりである。すなわち、①実店
舗用の在庫とオンラインショッピングサイト用の在庫の統合、②オンラインショッピ
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ングピングサイトで購買した商品の実店舗での寸法直し（裾上げ等）、③オンラインシ
ョッピングサイトで購買した商品の実店舗での受取り、オンラインショッピングサイ
トで購買した商品の実店舗での返品・交換の4項目である。回答方式は、まったく実
施していない／一部の実店舗との間で実施している／すべての実店舗との間で実施し
ているという3段階評価方式である。 
 積極性分類を独立変数、それぞれの質問項目への回答値を従属変数としてマン・ホ
イットニーのU検定を実施した結果、オンラインショッピングピングサイトで購買し
た商品の実店舗での寸法直しに関して有意水準 10%のもとで両群の平均ランクに差
が認められた（U=0.0, P=0.068＜0.10）。すなわち、マルチチャネル化に積極的な企
業ほど、異なるチャネルでの寸法直しを可能にしていることが示された。 
 寸法直しは商品の売上には含まれないためカニバリゼーションを懸念する必要もな
く比較的導入しやすい施策と考えられる。マルチチャネル化に積極的な企業は複数の
チャネルを活用したサービス水準の向上に努めていることがうかがえる。 
 その一方で、在庫の共通化、商品の受取り、返品や交換については有意な差は認め
られなかった。在庫を共通化するには物流設備や配送体制に関する投資が求められる。
また商品の受取り、返品・交換には物流面だけでなく、そうしたことがあった場合に
実店舗とオンラインショッピングサイトのどちらの売上実績に含めるのかといったこ
とを取り決める必要があるため、積極的な企業であっても現状では充分な対応はでき
ていないと推測される。 
 
 3.5 分析3：マルチチャネル展開の課題 
 続いて、マルチチャネル化を進める上での課題に関して分析を行う。この点に関し
て調査では以下の質問項目を設定した。すなわち、オンラインショッピングサイトを
今後拡充していく上での問題点として、①実店舗の売上に対する影響（カニバリゼー
ション）、②返品の増加、③実店舗へ問合わせがある場合の顧客対応、④商品配送体制
の構築、⑤顧客データベースの構築と管理の5項目を設定した。回答方式は、まった
く問題ではない／とても問題であるを両端とする5段階評価方式である。 
 積極性分類を独立変数、各質問項目への回答値を従属変数としてマン・ホイットニ
ーのU検定を実施した結果、実店舗の売上に対する影響（カニバリゼーション）に関
して有意水準5%のもとで両群の平均ランクに差が認められ（U=0.0, P=0.046＜0.05）、
また返品の増加に関して有意水準 10%のもとで両群の平均ランクに差が認められた
（U=0.0, P=0.068＜0.10）。それ以外の項目に関しては有意な差は認められなかった。
すなわち、マルチチャネル化に消極的な企業ほど実店舗とオンラインショッピングサ
イトの間のカニバリゼーションを危惧し、オンラインショッピングサイト経由で購買
された商品の返品が増加すると考えていることが示された。 
 前述のように、カニバリゼーションの影響はほとんどないか、あるいは長期的には
両チャネルの顧客数は増加することが知られている。マルチチャネル化に消極的な企
業ほどカニバリゼーションの影響を過大に評価する傾向がある一方で、積極的な企業
はすでにオンラインショッピングサイトの運営に関してデータを蓄積しており、その
影響はまったくないと判断していることがわかる。また、このことはオンラインショ
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ッピングサイトへの返品の増加に対する懸念についても同様の推測が可能であろう。 
 
 3.6 分析4：将来のマルチチャネル施策意向 
 最後に、マルチチャネル施策についての将来の意向について分析する。質問項目は
前節と同様であり、回答方式は、中止する／強く押し進めるを両端とする5段階評価
方式である。 
 積極性分類を独立変数、それぞれの質問項目への回答値を従属変数としてマン・ホ
イットニーのU検定を実施した結果、実店舗用の在庫とオンラインショッピングサイ
ト用の在庫の統合に関して有意水準 10%のもとで両群の平均ランクに差が認められ
た（U=0.0, P=0.053＜0.10）。すなわち、マルチチャネル化に積極的な企業ほど、実
店舗用の在庫とオンラインショッピングサイト用の在庫の統合を図ろうとしているこ
とが示された。 
 異なるチャネル間での在庫の統合は今後、マルチチャネル化を進める上で基盤とな
るべき要素である。在庫が統合されることによって商品の受取りや返品・交換といっ
た施策も容易になる。マルチチャネル化に積極的な企業はその次の段階としてこの要
素から強化しようとしていることがうかがえる。 
 
4. 考察とまとめ 
 日本の代表的なアパレル企業を対象にマルチチャネル化の現状について探ってきた。
程度の差こそあれ、いずれの企業もオンラインショッピングサイトを開設しており、
今後もその拡充を図ろうとしていることが確認された。本論文の最後に、既存研究の
成果を参考にしつつ、日本のアパレル企業のマルチチャネル化の方向性について示唆
を与える。 
 第一に、オンラインショッピングサイトの質が重要であろう。アンケート調査によ
れば、マルチチャネル展開に積極的な企業と消極的な企業の間にはオンラインショッ
ピングサイト活用の目的に違いがあることが確認された。すなわち積極的な企業はオ
ンラインショッピングサイトを単に商品販売の場としてだけでなく、販売予測の場と
して捉えていることである。販売予測の場としてオンラインショッピングサイトを充
分に活用するためには、そこでの品揃えが実店舗と同等かそれ以上であり、実店舗と
同様の売上規模を確保していることが求められよう。 
 Kushwaha and Shankar（2013）によれば、オンラインショッピングを行う顧客
は制御焦点理論（Regulatory Focus Theory: RFT）における促進焦点（promotion 
focus）を有する傾向があり、快楽的な（hedonic）属性に対して高い適合を示すとさ
れる。またアパレル商品は快楽的属性を強く有する商品である。こうしたことを踏ま
えると、アパレル商品のショッピングサイトではセキュリティやプライバシーが確保
されていることを訴求するよりもサイトの利便性や楽しさ、商品選択の容易さを伝達
することがより重要であると思われる。 
 オンラインショッピングサイトを複数展開する場合にはその統一感も重要である。
本論文において調査対象となったすべての企業が複数のショッピングモールに出店し
ている。そのため、異なるショッピングモール間での商品情報の統一性が問われるこ
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とになる。多くのションピングモールではアパレル商品を身につけたモデルの画像が
掲示される。通常、ショッピングモールが異なると起用されるモデルも異なるため、
同じ商品であるにもかかわらず、ショッピングモールごとに異なるモデルが商品を身
につけた画像が掲示されるという事態が起こり、顧客の混乱を招いている。また、シ
ョッピングモールではひとりのモデルが複数のブランドを担当することもあるため、
同じショッピングモール、同じモデルであるにもかかわらず、身につけているブラン
ドが異なるといった事態も発生している。複数のオンラインショッピングサイトを活
用する際にはこうした点についても考慮しなければならない。 
 そのほかにも、実店舗に対する好意的な態度およびロイヤルティ（Kwon and 
Lennon 2009a; Kwon and Lennon 2009b; Verhagen and van Dolen 2009）、ブラン
ドに対する信頼（Jones and Kim 2010）、実店舗とのイメージの一致
（Badrinarayanan, Becerra, Kim and Madhavaram 2010）、プロトタイプとなる他
のオンラインショッピングサイトとの相似性（Badrinarayanan, Becerra, Kim and 
Madhavaram 2010）など、実店舗や他のオンラインショッピングサイトの影響が指
摘されている。 
 第二に、カニバリゼーションの影響を過大評価しないと言うことである。既存研究
からはカニバリゼーションの影響はさほど大きくないことが明らかとなっている。こ
れに対して、アパレル企業へのアンケート調査からはマルチチャネル化に消極的な企
業はカニバリゼーションを強く危惧しているということが明らかとなった。オペレー
ションの巧拙も影響するであろうが、オンラインショッピングサイトを積極的に開設
し、実店舗とのチャネル統合を推し進めるには経営陣の戦略転換が求められるであろ
うし、それを確実に実行することが必要である。 
 BtoB ビジネスを対象にオンライン販売重視への戦略転換に際する管理者
（supervisor）の役割について研究したSarin, Challagalla and Kohli（2012）によ
ると、従業員がその戦略の成果を高く評価し、その実行に積極的になるためには、管
理者が戦略転換に伴って得られる報酬を強調することは重要であるが、それ以上に予
想されるリスクを制限することが重要であると言う。本研究との関連で言えば、オン
ラインショッピングによって得られる成果とそれに伴う報酬を強調することは重要で
あるが、それ以上にオンラインショッピングサイトの開設によって生じるであろうリ
スクを可能な限り低減する努力が要求されるということになる。実店舗の従業員にと
って、オンラインショッピングサイトを積極的に展開することは必ずしも望ましこと
ではない。むしろカニバリゼーションが発生した結果、自店にマイナスの影響が発生
すると考えるかもしれない。こうした懸念がある限り、チャネル統合を進めることは
難しいであろう。 
 したがって、経営陣は戦略を明確に表明した上で、実店舗担当者に対しオンライン
ショッピングサイト開設によって生じうるリスクが高くないことを示さなければなら
ない。具体的には、これまでの販売実績をもとにカニバリゼーションの影響がどの程
度なのかを客観的に示すことが重要であろう。 
 アパレル商品のオンラインショッピングは年々増加している。日本のアパレル企業
はオンラインショッピングサイトの拡充に対してより積極的になることが求められて
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いる。 
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本ダイレクトマーケティング学会、データの提供とアンケート調査に協力してくださったアパレル各
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上げる。 
 
【参考文献】 
Alba, J., J. Lynch, B. Weitz and C. Janiszewski (1997) “Interactive Home Shopping: Consumer, 
Retailer, and Manufacturer Incentives to Participate in Electronic Marketplaces,” Journal 
of Marketing, Vol. 61, No. 3, pp. 38-53. 
Ansari, A., C. F. Mela and S. A. Neslin (2008) “Customer Channel Migration,” Journal of 
Marketing Research, Vol. 45, No. 1, pp. 60-76. 
Avery, J., T. J. Seenburgh, J. Deighton and M. Caravella (2012) “Adding Bricks to Clicks: 
Predicting the Patterns of Cross-Channel Elasticities Over Time,” Journal of Marketing, 
Vol. 76, No. 3, pp. 96-111. 
Badrinarayanan, V., E. P. Becerra, C.-H. Kim and S. Madhavaram (2010) “Transference and 
Congruence Effects on Purchase Intentions in Online Stores of Multi-Channel Retailers: 
Initial Evidence from the U.S. and South Korea,” Journal of the Academy of Marketing 
Science, Vol. 40, No. 4, pp. 539-557. 
Berry, L. L., R. N. Bolton, C. H. Bridges, J. Meyer, A. Parasuraman and K. Seiders (2010) 
“Opportunities for Innovation in the Delivery of Interactive Retail Services,” Journal of 
Interactive Marketing, Vol. 24, No. 2, pp. 155-167. 
Biyalogorsky, E. and P. Naik (2003) “Clicks and Mortar: The Effect of On-Line Activities on 
Off-line Sales,” Marketing Letters, Vol. 14, No. 1, pp. 21-32. 
Bower, A. B. and J. G. Maxham, III (2012) “Return Shipping Policies of Online Retailers: 
Normative Assumptions and the Long-Term Consequences of Fee and Free Returns,” 
Journal of Marketing, Vol. 76, No. 5, pp. 110-124. 
Chatterjee, P. (2010) “Causes and Consequences of ‘Order Online Pick Up in-Store’ Shopping 
Behavior,” International Review of Retail, Distribution and Consumer Research, Vol. 20, No. 
4, pp. 431-448. 
Deleersnyder, B., I. Geyskens, K. Gielens and M. G. Dekimpe (2002) “How Cannibalistic is the 
Internet Channel? A Study of the Newspaper Industry in the United Kingdom and the 
Netherlands,” International Journal of Research in Marketing, Vol. 19, No. 4, pp. 337-348. 
Jones, C. and S. Kim (2010) “Influences of Retail Brand Trust, Off-Line Patronage, Clothing 
Involvement and Website Quality on Online Apparel Shopping Intention,” International 
Journal of Consumer Studies, Vol. 34, No. 6, pp. 627-637. 
Kuan, H.-H. and G.-W. Bock (2007) “Trust Transference in Brick and Click Retailers: An 
153 
 
Investigation of the Before-Online-Visit Phase,” Information & Management, Vol.44, No.2, 
175-187. 
Kushwaha, T. and V. Shankar (2013) “Are Multichannel Customers Really More Valuable? The 
Moderating Role of Product Category Characteristics,” Journal of Marketing, Vol. 77, No. 4, 
pp. 67-85. 
Kwon, W.-S. and S. J. Lennon (2009a) “What Induces Online Loyalty? Online versus Offline 
Brand Images,” Journal of Business Research, Vol. 62, No. 5, pp. 557-564. 
Kwon, W.-S. and S. J. Lennon (2009b) “Reciprocal Effects between Multichannel Retailers’ Offline 
and Online Brand Images,” Journal of Retailing, Vol. 85, No. 3, pp. 376-390. 
Sarin, S., G. Challagalla and A. K. Kohli (2012) “Implementing Changes in Marketing Strategy: 
The Role of Perceived Outcome- and Process-Oriented Supervisory Actions,” Journal of 
Marketing Research, Vol. 49, No. 4, pp. 564-580. 
Verhagen, T. and W. van Dolen (2009) “Online Purchase Intentions: A Multi-Channel Store Image 
Perspective,” Information & Management, Vol. 46, No. 2, pp. 77-82. 
経済産業省（2013）『平成24年度我が国情報経済社会における基盤整備（電子商取引に関する市場調
査）報告書』、 
http://www.meti.go.jp/policy/it_policy/statistics/outlook/bessi3H23EChoukokusho.pdf. 
 
（2014年1月6日受理） 
 
